
1	 はじめに
平成27年度に本学人間科学部こども学科に保育士養成課

程が設置され，今年で3年目になる。筆者は平成28年度か
ら，保育士養成課程の必修科目である「こどもの保健」4
単位，「こどもの保健演習」2単位⑴を担当している。これ
らの科目の特徴は，専門性が高く授業内容も多岐にわたっ
ており，さらに経験し修得することが望ましい技術がある
ことである。

保育所における保健の重要性については，保育所保育指
針第5章「健康及び安全」に記されている。つまり子ども
の健康・安全は，子どもの生命の保持と健やかな生活の基
本であり，そのために一人一人の子どもと子ども集団全体
の健康，安全の確保に努め，さらに子どもが自分の身体や
健康に関心をもち，子どもの心身の機能を高めることが大
切であるとされている。「健康及び安全」の内容は，「子ど
もの健康支援」「環境及び衛生管理，安全管理」「食育の推
進」「実施体制」である。また看護師，栄養士がいる場合，
その専門性を生かすことされている。しかし看護師が配置
されている保育所は約3割であり，また多くの保育所での

看護師等の配置理由は乳児保育を担うことである。看護師
が専門性をもって保育所全体の保健活動を実施することに
は困難な現状がある。これらから「健康及び安全」の多く
は保育士が担う事柄であると考えられる。

幼稚園は学校に位置づけられており，養護教諭が保健業
務にあたる。しかし実際には，養護教諭がいる幼稚園は少
なく，園長，幼稚園教諭等が体調不良児の手当て，応急処
置などの子どもの保健対応を行っている。幼稚園教諭の健
康・安全に関する役割は，子どもの健康観察や保育内容

「健康」に関する教育を行うことである。当然ながら幼稚
園教諭養成課程では保健に関する科目はない。

保育所には乳幼児が，幼稚園では幼児期の子どもが通園
する。健康・安全に関する共通の問題として，感染症が流
行しやすく，乳幼児期の子どもは危険に対する予測も不十
分でケガも起こりやすい。災害等の避難も配慮を必要とす
る。虐待の発見の役割も果たしている。小学校以上に保
健・安全に関する専門的な対応が必要である。

保育所・幼稚園における保健・安全に関する人材や設備
の基準は十分に整えられていないと思わざるをえない。子
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どもの健康・安全は個々の施設の取り組み，専門職団体や
自治体の研修に任せられている。また保育士養成校におけ
る教育内容も重要となる。

筆者は石川県内の保育所，認定こども園，幼稚園の保健
活動の現状と課題について調査を計画している。この調査
の前に，文献をもとに保育所，認定こども園，幼稚園の保
健活動に関する実態と課題について整理することにした。

2	 保育施設における保健活動
2−1	 保育所における看護職員による保健活動
平成27年度社会福祉施設等調査によると，保育所等の

数⑵は25,580，保育所等に勤務する「保健師・助産師・看
護師」（以下，看護職員）の数は7,890人である。保育所等
の約30％に看護職員が勤務していることになる。

保育所における看護職員の配置については，平成10年の
厚生省児童家庭局長通達「保育所における乳児に係る保母
の配置基準の見直し等について」で述べられている。これ
によると，「乳児9人以上を入所させる保育所には保健師
又は看護師を1人置く」，さらに「乳児6人以上を入所させ
る保育所には保健師又は看護師1人を置くように努めるこ
と，配置された場合は1人に限って保育士とみなすことが
できる」となっており，看護職員は乳児保育のための職員
として位置付けられていることが分かる。平成27年3月に
は「保育所等における准看護師の配置に係る特例について

（通知）」が出され，乳児4人以上入所させる保育所につい
ては，保健師，看護師に加え，准看護師についても保育士
とみなすことができるとされた。

保育所における看護職員の役割を保育所保育指針から見
てみよう。保育所保育指針第5章「健康及び安全」には，
保育中に子どもの体調不良や傷害が発生した時，感染症の
発生や疑いがある時，さらに感染症の予防方法について，
看護師等が配置されている場合はその専門性を生かした対
応を図ることと記載されている。看護師等は乳児保育だけ
ではなく，保育保健全体について対応を期待されているこ
とが分かる。

では保育所での看護職員の必要性と役割について文献を
通してみてみよう。

福島県の認可保育所，認可外保育所での調査⑶による
と，保育所長の看護職員に対する必要性については「必
要」「どちらかといえば必要」が85％であった。その理由
は「登園後発生した体調不良・外傷時の対応」「乳児保育・
低年齢児の保育実践」「子どもの健康管理」「保育士のプラ
ス効果」であった。また看護師未配置保育所の保健業務の
遂行状況の調査⑷によると，看護職の配置の必要性を「そ
う思う」が49.8％であり，その理由は「保健環境の整備・
確立」「専門的な医療活動」「日々の保育と保健的な視点を

持った関わり」「病状・けがの判断および処置」「保育士へ
の心理的サポート」であった。これらをみると保育所での
看護師の配置については必要性が高く，その理由は登園後
の子どもの体調不良・ケガなどに対する実際的な対応，子
どもの健康管理，乳児・低年齢児保育，保育士へのサポー
トなどであることが分かる。

なお不必要の理由は前の調査では「保育施設の方針」「財
政的理由」「保健・医療機関と十分な連携」「保育士で対応
可能」，後の調査では「財政的余裕がない」「保育士確保が
優先」「自治体の方針」「児童福祉施設設備及び運営の基準
に定められていない」であった。これらから看護師を配置
できない理由は，財政的理由，看護師配置に関する制度が
ないこと，保健・医療機関との連携から保育士で対応可能
などが理由などである。看護職員を配置したくても外的要
因からできない保育所のあることが分かる。

東京23区の保育所における保健活動と看護職の役割に関
する調査⑸では，看護職員の配置は0歳児保育実施園と一
致し，保育士要員外配置が85.1％を占めていた。看護職が
配置されている場合，「年間保健計画」「入園時の保護者面
談」「疾病罹患・予防接種」の実施率が高く，さらに「園
児の体調」「成長発達」「予防接種」「感染症時の対応」「保
護者の育児不安」などの育児相談を受けている，医療機関
の紹介や家庭に対する健康教育の実施率も高いという報告
であった。看護職がいる場合，保育所での保健活動が充実
していることが読み取れる。

保育士が看護職員に期待すること⑹は，「健康問題の判
断・対応」「専門性を生かした相談役」「専門性を生かした
教育的関わり」「子どもの安心感，専門性を生かした保護
者支援」であった。

では看護職員は自身が行う保育所での保健活動につい
て，どのような認識を持っているのだろうか。

保育所看護職員が認識している保健活動⑺は，園児に対
しては「保健的視点をもって子どもたちの心身の健康と安
全を守る役割があることを認識したうえで保育保健活動を
実施」「幼児期という発達段階を理解したうえで可視化で
きる教材を使用して指導」「子ども達が健康への関心を持
ちセルフケアできるように保健指導をすること」が上げら
れている。保護者に対しては，「保護者の養育力を高める
という役割を認識し，子育てに関する知識や技術の指導・
助言を実施すること」が上げられていた。また保育士とは
異なる専門性をもつ看護職としての意識を持ち，病気やけ
がの判断や対処を行うこと，他の専門職種との連携がうま
くいかないと保育保健活動も遂行できないと述べられて
いる。

保育所に勤務している看護職の実態⑻については，保育
保健の専門性を担保する小児看護経験者は約4割であっ
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た。「保育所の業務が難しい」「思っていたより難しい」は
76.9％，困難さの理由は「保護者との関わり」「判断，看
護と保育の立場のズレ」「一人勤務」「保育園が求めている
業務とのずれ」「クラス担任」などであった。看護職員は
専門職としての知識・技術を生かして保育所の保健活動に
貢献したいと思いつつも，自身の経験や一人職種，保育と
看護の違いから，実際には困難と感じていることがわ
かる。

2−2	 保育所における保育士による保健活動
保育所保育指針では，疾病等の対応については，看護師

等が配置されている場合は専門性を生かした対応を図るこ
と，栄養士がいる場合も同様に専門性を生かすことと記さ
れている。保育士は，上記以外のほぼ全体的な保健業務を
自身の専門性を生かして行うことになる。つまり，子ども
の発育や健康状態の把握，健康増進，環境の衛生管理，事
故防止や安全対策，食育の推進等である。そのため保育士
養成課程では「子どもの保健Ⅰ」4単位，「子どもの保健Ⅱ」
2単位が必修科目となっており，学生は健康・安全に関す
る幅広い内容を学んでいる。

保育者⑼の保健・健康活動に対する意識⑽については次
の様に述べられている。つまり保育者は，健康は大切であ
り確かに存在しているが，日常生活の中では見えない部分
であること，しつけとしての要素が含むものなので，子ど
もにとっては楽しいものにはならないことと考えている。
また子どもの保健・健康の指導・援助は苦手であり，健康
に関しては日常の繰り返しの中で自然に取り入れる内容で
あると考えている，そのため具体的に子ども達に健康につ
いて興味・関心を持たせるように工夫されていない。

看護職未配置保育所における保健業務の調査⑾による
と，保健と看護の業務は保育所長，主任，担任が担ってお
り，特に保育所長は「疾病異常・障害発生時の応急処置」

「家庭に対する保健指導・相談」「保育施設の環境衛生管理」
「保健・医療機関との連絡調整」「保育士に対する保健学的
助言」と幅広い業務を行っている。

保育士は健康・安全の取り組みができていると認識して
いるという調査結果⑿がある。保育士自身の取り組み状況
が良いと認識している事柄は，「体調不良・傷害時に状態
に応じて保護者に連絡」「子どもの健康状態の観察と保護
者への連絡」「体調不良，食物アレルギー等の子どもの状
態に応じ，嘱託医等の指示や協力の下に適切に対応」「保
育所における感染予防・保健環境などの維持」であった。
取り組みが良いと認識されている割合が低いものは「保育
内容『健康』の指導計画を立案・実践」「保護者が子ども
の健康に関心を持てるような働きかけ」であった。

保育所での保健・安全に関する環境と指導の実態調査⒀

によると，保育所に看護師を配置することによる影響を心
配している。つまり，保育所長は，看護師が配置されてい
ると，看護師に依存することが多くなることから保育士の
スキルアップの機会が少なくなること，看護師との比較で
評価されることで相対的に評価が低くなること，これらを
懸念している。また保育士養成課程に対しては保健・安全
面の専門性の育成を要望している。その内容は，「子ども
の病気やけがの際の応急処置に関する知識」「感染症の対
処の方法」「SIDSやひきつけた時の対処の実地訓練」「災
害時の対応や避難訓練，防災訓練などの経験」「危機管理
の知識」であった。

これらをみると，保育士は子どもが体調不良になった時
の観察と保護者への連絡，嘱託医等の指示に対応など専門
的な判断を必要としない業務や感染予防等の保健環境の維
持はできるが，保育士としての専門性を生かした子どもや
保護者に対する健康教育については自信がないということ
が分かる。また看護職員がいることは保育士の能力向上の
妨げになるのではないかとも考えられている。そのために
保育士養成課程には保健・安全に関する専門的教育を期待
している。

保育所における体調不良児のための一時的な部屋につい
ては医務室があり，2歳未満児の保育を行う場合は，必ず
設けなければならないことになっている⒁。ただし2歳以
上児の保育では必置ではない。認可保育所における保健業
務の調査⒂によると，保健室設置の割合は4％であり，極
めて少ないことが分かる。

2−3	 幼保連携型認定こども園で保健活動を支える人々
認定こども園数⒃は，平成28年4月1日は幼保連携型

2,785，幼稚園型682，保育所型474，地域裁量型60，計
4,001であり，年々増加の傾向にある。石川県の設置数は，
平成29年度は幼保連携型87，幼稚園型11，保育所型47，計
145となっており，特に幼保連携型認定こども園の設置数
が増加の傾向にある。
「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成28年5月20日改正）」によると
必置の職員は，園長及び保育教諭である。保育保健を担当
する職員として「養護教諭」は「置くことができる」職員
として位置付けられている。また「幼保連携型認定こども
園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準」では「主幹
養護教諭，養護教諭又は養護助教諭」は「置くように努め
なければならない」とされている。

平成28年度の幼保連携型認定こども園の養護教諭⒄の配
置数は125，看護師等の養護職員は914である。石川県の平
成28年度の幼保連携型認定こども園数は66，養護教諭数は
5である。養護教諭の配置数はまだまだ少ない現状で
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ある。
認定こども園の養護教諭の配置については矢野ら⒅が次

の様に主張している。
「認定こども園は，幼稚園型，保育所型とも幼保連携型

との大きな違いはない。現在の法律では，保育現場に養護
教諭等の保健の専門家が，必ず設置とは定められていない
が，将来は全ての認定こども園に養護教諭の配置が望まれ
る。さらに養護教諭免許状と保育士資格，幼稚園教諭免許
状を取得した人が保育者として活躍することが期待さ
れる」

幼保連携型認定こども園，そのほかのこども園について
の保健活動に関する文献は見当たらない。養護教諭の配置
が少ない現状のなか，だれがどのように子どもの健康・安
全を守り，教育していくのかを検討していく必要がある。

2−4	 幼稚園における養護教諭の実態
幼稚園の養護教諭の位置づけについては，学校教育法第

23条第2項に「幼稚園には，前項に規定するもののほか，
副園長，主幹教諭，指導教諭，養護教諭，栄養教諭，事務
職員，養護助教諭その他必要な職員を置くことができる」
とあり，養護教諭については必置とはなっていない。また
幼稚園設置基準第6条は「幼稚園には，養護をつかさどる
主幹教諭，養護教諭又は養護助教諭及び事務職員を置くよ
うに努めなければならない」となっており，養護教諭の配
置は努力義務となっている。

平成28年度学校基本調査によると全国の幼稚園数は
11,252園，本務の養護教諭は293人，養護助教諭は116人，
計409人ときわめて少なく，幼稚園の3.6％に配置されてい
るのみである。兼務の養護教諭は377人，養護助教諭40人，
養護職員としての看護師等は164人であり，これらを合計
すると990人であり，養護に携わる教職員は全国の幼稚園
の1割程度にしか配置されていないことになる。なお石川
県の幼稚園は61園であるが，そのうち養護助教諭が1名い
るのみで，看護師等の養護職員もいないという状況で
ある。

隣接校種の小学校ではどうなっているだろうか。学校基
本調査によると平成28年度の小学校数は20,131校，本務の
養護教諭は19,834人，養護助教諭は1,582人，計21,416人，
兼務教員数を加えると計21,784人である。養護教諭の数は
学校数を上回っている。石川県は小学校は212校，本務・
兼務含めての養護教諭・養護助教諭数は238人である。学
校教育法第37条「小学校には，校長，教頭，教諭，養護教
諭及び事務職員を置かなければならない」とあり，幼稚園
の養護教諭の配置との違いがはっきりと表れている。

2−5	 幼稚園における保健活動
幼稚園での保健活動は学校保健安全法で示されている。

学校保健として「学校保健計画の策定」「健康相談・保健
指導」「園児，教職員の健康診断」「感染症予防のための処
置」「学校安全計画の策定」「学校環境衛生基準に基づく検
査」「安全点検」などがある。養護教諭はこれらの業務を
専門的に行う。いない場合は管理者，教諭が分担して行う
ことになる。

幼稚園教育要領では幼児期における教育を「生涯にわた
る人格形成の基礎を培う重要なもの」として位置付け「幼
児の特性を踏まえ，環境を通して行うものである」として
いる。教育内容は「健康」「人間関係」「環境」「言葉」「表
現」の5つの領域に分かれている。

このなかで領域「健康」の目標は「健康な心と体を育て，
自ら健康で安全な生活を作り出す力を養う」となってい
る。ねらいの1つに「⑶ 健康，安全な生活に必要な習慣や
態度を身に付ける」がある。領域「健康」の教育内容は

「⑸ 先生や友達と食べることを楽しむ。⑹ 健康な生活リズ
ムを身に付ける。⑺ 身の回りを清潔にし，衣服の着脱，
食事，排泄などの生活に必要な活動を自分でする。⑼ 自
分の健康に関心を持ち，病気の予防などに必要な活動を進
んで行う。⑽ 危険な場所，危険な遊び方，災害時などの
行動の仕方が分かり，安全に気を付けて行動する」と保
健・安全に関する内容が多く含まれている。

幼稚園・保育所での保健・安全教育についての調査⒆に
よると，多くの幼稚園が年間保健計画に健康教育を取り入
れており，担任又は主任・園長が「虫歯予防」「栄養」「手
洗い・うがい」「けがや事故防止」をテーマに，絵本や紙
芝居，ペープサートなどの視聴覚教材を用いて実施して
いる。

幼稚園における養護教諭配置・未配置別の調査⒇では養
護教諭が配置されている幼稚園では，保健だよりが発刊さ
れ，保健に関する展示物が常設されている。集団保健指導
は「安全」を除くすべての項目，つまり「うがい・手洗い」

「歯みがき」「風邪予防」「虫歯予防」「トイレの使い方」「健
康診断」などで実施率が高くなった。未配置園は救急処置
で困ったことがあると感じていることが分かった。

これらから幼稚園で養護教諭を配置した場合には，子ど
も・保護者への健康教育が計画的に実施されていることが
わかる。

学校には体調不良児のための一時休息の場としての保健
室が欠かせない。幼稚園の施設・設備については幼稚園設
置基準第9条に「幼稚園には，次の施設及び設備を備えな
ければならない。ただし，特別の事情があるときには，保
育室と遊戯室及び職員室を保健室とは，それぞれ兼用する
ことができる」とあり，保健室については必置とはなって
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いない。
幼稚園の保健環境と保健活動に関するいくつかの調

査� � �によると，独立した保健室を持つ幼稚園は20〜
40％程度，独立した部屋ではなく保健コーナーを設けてい
るところは60％程度，保健室も保健コーナーもない園が
20％程度であった。地域性もあるが，専用の保健室を置い
ている幼稚園は少ないことが分かった。

また園児が保健室・保健コーナーを利用する目的は，「発
熱」「おう吐」「腹痛」「下痢」「頭痛」などの症状がある時，

「擦り傷」「虫刺され」「打撲」「切り傷」「鼻出血」などの
けがの時である。対応は教諭が行っており，「状況や程度
の把握が難しい」「緊急性や重症度の判断が難しい」と対
応に困っている。

このように幼稚園では養護教諭がおらず，保健室がない
という環境のなか，園児に対する健康・安全教育や急変時
の対応は幼稚園教諭が行うという実態のあることが分
かる。

3	 保育所，幼稚園における与薬
乳幼児は免疫力が弱く，罹患予防の手立てを講ずること

が困難なので風邪などにかかりやすい。また慢性疾患をも
ち，内服薬でコントロールしている子どももいる。

病気の急性期には保護者が子どもの看病をするが，回復
期になると，保育所・幼稚園に内服薬を持たせて登園させ，
保育者に服薬を依頼することがある。本来なら，子どもへ
の服薬介助は保護者，医療者が行うことである。保育士，
幼稚園教諭が保護者に代わって子どもの内服の介助をする
ことについては「医師法第17条，歯科医 師法第17条及び
保健師助産師看護師法第31条の解釈について 平成17年7
月26日」によって原則として医行為ではないと考えられる
と紹介している�。ただし家族の依頼によること，現在罹
患している病気について医師が処方した薬に限ること，本
人の薬の1回分であることなどを守る必要がある。

保育所・幼稚園での与薬の実態調査�によると，急性疾
患の与薬介助は「ほぼ全例」「やむを得ないもの」を含め
て9割弱が実施していた。与薬を実施する職員は，保育
士，幼稚園教諭がほとんどである。

慢性疾患の与薬依頼�も受けいれており，定期的な服薬
のための診断書を提出させていない園もある。熱性けいれ
ん予防のための座薬を預かっている園があり，更に座薬挿
入を実施している園もある。

与薬を受け付ける場合は，与薬依頼を文書で提出しても
らうことが望ましいが，依頼書の提出は半数程度〜80％で
あり調査��によって幅がある。また副作用，使用上の注
意等を記入した薬剤情報提供書の提出を求めている園は
20％である。「与薬に関するマニュアルを作成」「作用・副

作用を理解する」「2人以上で確認をする」「与薬後の確認
をする」などの事故防止のための工夫をしているという報
告もある。しかし不適切な与薬経験もあり，「与薬忘れ」

「児が嫌がり与薬できなかった」「児が寝ていて与薬できな
かった」「薬がこぼれて全量飲ませられなかった」などが
あると報告されている。

保育所・幼稚園での子どもの与薬は，保護者の就労支援
のためにやむを得ない点もあるが，医療事故と隣り合わせ
という課題もある。保育施設における与薬介助の問題は大
きいと感じた。

4	 保育所，幼稚園における感染予防対策
保育所・幼稚園では感染症の流行がたびたびみられる。

「2012年改訂版保育所における感染症対策ガイドライン」�

には，保育所では感染症対策について，乳幼児期の特性に
即した適切な対応が必要と述べられている。また保育所に
おいて感染症が発症しやすい理由について，①長時間にわ
たり集団生活をし，濃厚な接触の機会が多く，飛沫感染，
接触感染の対応が困難，②乳児は床を這い，手に触れるも
のを何でも舐める，③マスクの装着や手洗いなど基本的な
衛生対策が十分にできない年齢，④母体移行免疫が生後数
か月で減少するため，乳児は感染症にかかりやすいなどと
述べられている。また乳幼児は，気道が狭く呼吸困難に陥
りやすく，脱水症にもなりやすいため，感染症に罹患する
と重症化するという特徴もある。

保育所等の衛生環境の調査�では次のように報告されて
いる。液体石鹸やペーパータオルを使用している施設が多
い。子どもへの手洗いの指導は口頭のみが多いが，手を取
って指導，絵本・ポスターも多くなっている。手洗いの環
境については，自動水栓は少なく，半数は温水供給がな
い。用便後，手洗いまでに触れるドアノブは1か所が多い
ものの3か所という施設もあった。

保育所の感染症対策についての看護職員の認識調査�に
ついては次のような報告がある。保育所内の課題について
は，保育士と共通認識を持つことが難しい，多くの児と関
わるため感染症対策が徹底できない，保育所が感染症対策
に消極的，設備が感染症対策を考慮していない，保護者自
身が児の体調を意識してもらえないなどであった。保育所
外の課題については，保護者が仕事を休めない，医師の対
応が統一していない，学校も含めた地域の流行情報の共有
ができていない，自治体内の全園における感染症対策の統
一ができていない，異職種間で意見交換する組織がないで
あった。

保育所，幼稚園では感染症が流行しないように体制を整
えているが，対象が乳幼児の為，なかなか徹底できない。
さらに保護者は子どもが感染症にかかっていても，仕事の
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都合上，発熱がみられなければ登園させてしまい症状を悪
化させたり，他児への感染につながったりするのが現状で
ある。施設では当然，感染症予防対策の手立てを講じ，保
育者自身が手洗い・うがいを徹底すること，子ども達にも
発達段階に応じた手洗い等の指導を行うことが必要であ
る。しかし，子どもが病気の時には保護者は看護休暇�が
取得できるように，また病児保育�の充実も図っていかな
ければ，保育施設での努力には限界があるように感じられ
てならない。

感染症予防対策には子どもへの健康教育が重要となる。
幼稚園・保育所での健康教育の実施調査�によると，多く
の施設が計画的に健康教育を行っている。テーマは「虫歯
予防」「栄養」「手洗い・うがい」「ケガや事故の予防」で
あった。保育所における手洗い方法の健康教育に関する実
践研究�によると，発達段階に応じた視聴覚教材を準備，
日々の繰り返しの過程が重要，冬季には洗い残しが多くな
ることから温水の供給などの施設の環境の重要性が述べら
れている。

5	 考察
看護職員がいる保育所では，看護職員の活動により子ど

もへの健康・安全教育，応急処置，感染症対策等の保健活
動が行われてきた。しかし保育所での看護職員の配置や意
義についてはいくつかの問題があるようだ。まず全ての保
育所に配置されているわけではないこと，看護職員には乳
児・低年齢児保育の役割が期待されていること，保育所に
勤務する看護職員が必ずしも小児看護の経験を持っている
わけではないこと，看護職員が有効に活動することによっ
て保育士の保健活動の能力が低下する懸念があることなど
である。これらから保育所に勤務する看護職員への研修が
必要であることが考えられる。

保育士は保育所保育指針に沿って保育活動を行う。第5
章「健康及び安全」には健康支援，食育，健康・安全管理
など多方面にわたっての保育士の役割が示されている。看
護職員は専門性をもって保健業務を補うが，主体は保育士
であることを忘れてはならない。ただ保育士も子どもの健
康教育，健康観察や疾病時の対応，応急処置には自信が
ない。

厚生労働省は新人看護職員研修のガイドライン�を出
し，看護職員としての臨床実践能力や基本的態度を示して
いる。これは実際に各病院で新人教育に利用されている。
看護師は看護師国家試験によって一応の能力担保はされて
いるが，各養成校で教育を受けた新人看護師を受け入れる
病院側が，さらに共通の一定の能力を担保する仕組みを作
っている。

保育の中でも健康・安全の業務は子どもの生命・安全に

直結する事柄である。特に低年齢児の保育では健康・安全
への特別の配慮が必要となる。就学前までに子ども達が身
に付けなければならない健康・安全の能力もある。また保
育所等における与薬介助を行わざるを得ないという実態も
ある。

そのため保育士・幼稚園教諭養成校を卒業した新人の保
育士・保育教諭は保健・安全に関する業務について，何を
どこまでできることを期待しているのかを把握する必要が
あるのではないかと考えられる。保育士養成課程の保健に
関する学習内容は，各養成校に任されている。保育士養成
課程における保健に関する教育は重要である。保育士養成
課程の段階で教育内容として盛り込むことを検討し，保
健・安全に関する教育内容が一定の基準に達するような担
保する仕組みがあってもよいのではないだろうか。さらに
保健・安全の業務を就職した保育所等でOJTとして行う
こと，職能団体や自治体の研修で補うことなどを検討する
必要があると考える。

ここ近年，保育所・幼稚園では認定こども園に移行する
動きが多くなっている。認定こども園では保健を担う養護
教諭は「置くことができる」という位置づけになっている
のみである。今後，養護教諭の配置が難しいとなれば，保
育教諭が保健活動を主体的に行う必要がある。「認定こど
も園教育・保育要領」には保育所保育指針第5章と同様の，
保健及び安全の内容が記されている。このことから保育教
諭の役割が重要であることが分かる。

幼稚園では養護教諭は必置職員とはなっていない。幼稚
園は3〜5歳の子ども達が過ごす場であり，小学校以上に
健康観察，体調不良時の手当て，ケガの応急処置が必要と
なる。幼稚園における専門的な知識と技術を持った養護教
諭の必置が望まれる。しかし小・中学校の養護教諭に対す
る調査�によると，小・中学校の養護教諭の幼稚園の養護
教諭の配置については「必要と思わない」57.4％，「必要
と思う」37.2％という結果であった。小・中学校の養護教
諭は幼稚園における養護教諭の必要性をあまり感じていな
いことが分かる。法律による規制のみならず，それによる
養護教諭養成課程の内容にも問題があるように思われる。
しかし，「幼児の虐待が社会問題化している昨今，幼児の
心身の異常を早期に発見し，適切に対処していくためにも
専門的知識を備えた養護教諭の配置が有効」とも述べられ
ている。幼稚園における養護教諭の配置については課題が
多い。

幼稚園によっては養護教諭が配置されている園もある
が，その数は極めて少ない。そのため幼稚園では，健康教
育や子どもが体調不良になった時の対応，ケガの応急手当
ては幼稚園教諭が行っている。幼稚園教諭養成課程には保
健に関する教育内容はない。しかし幼稚園教諭養成課程で
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は保育士養成課程を併せ持っている学校が多いため，保育
士養成課程の保健関係の科目を履修していることを担保
に，保健業務を行っているようである。これは保育者養成
の基本的な問題の様に思われる。保育士の役割から保育士
養成課程に求めるもの，幼稚園教諭の役割から幼稚園教諭
養成課程に求めるもの，これを区分して考えなければなら
ないのではないだろうか。または認定こども園では保育
士・幼稚園教諭の両方の資格をもった保育教諭を置いてい
るように，幼稚園，保育所も保育教諭を配置する必要があ
るのではないだろうか。

なぜ保育所，幼稚園で子どもの服薬介助が行われている
のだろうか。保護者は子どもが病気だからと言って簡単に
職場を休むことができないことが多い。特に病気の回復期
には発熱がなければ，内服薬を子どもに持たせて登園さ
せ，通常の保育に参加させることがある。病児保育，病後
児保育は制度としてあるが，施設数が少なく，使用料もか
かり敷居は高い。そこで保育所等も保護者の支援を行うと
いう意味で，保育者が保護者に代わって子どもの持ってき
た内服薬を投与することになる。

与薬は医療行為である。本人・家族以外が与薬を行う時
は，薬剤の作用，副作用，服用上の禁止事項等を理解し，
与薬後も観察・記録を行う必要がある。保育士は子どもの
与薬を禁止されてはいないが，十分な注意の元，実施され
なければならない。看護職員がいる場合は，看護職員が責
任をもって実施しなければならないだろう。看護職員がい
る場合もいない場合も，与薬に関するマニュアルを保育施
設で検討し，正しい手順で実施するようにしなければなら
ない。また基礎的な知識・技術を習得するために，保育士
養成課程に与薬に関する教育内容を盛り込むことについて
今後，検討が必要になってくるであろう。また保育者の施
設内・外の研修には与薬に関する実際的な内容を扱う必要
がある。

保育施設は子ども同士，子どもと保育者が濃厚に接触す

るという特徴があり，子どもの手洗い，うがい等の保健行
動も十分ではないので感染症が発生しやすく，二次感染も
起こりやすい。経済的に潤沢な施設は少ないので，施設・
設備面が整わず，感染予防が難しい施設もある。保育施設
を新築・改築する場合は，感染症対策の面からも配慮する
必要がある。また感染症や予防接種の情報は年々，新しく
なる。最新の確かな情報を基に，感染症対策をとる必要が
ある。

6	 今後に向けて
今回，文献を通して保育施設における保健活動の現状と

課題を分析した。この研究を通して，保育施設の保健活動
の特徴や課題について把握することはできた。しかし，使
用した文献は地域ごとに行われた調査が多く，全体を示す
ものではなかった。ただ文献を通してみると，保育施設の
保健活動は，制度として十分ではなく，保育者も現状に巻
き込まれて本来の業務以外の仕事をせざるを得ないこと，
また健康教育については能力を発揮できていないという印
象を受けた。

石川県内の保育施設での保健活動については，看護職員
から個々の施設の特徴や課題をお聞きする機会がある。し
かし，全体の傾向や課題を把握することはできていない。
そこで筆者は石川県内の保育所，認定こども園，幼稚園に
おける保健活動の実態と課題に把握するための調査研究を
計画し，現在実施中である。この研究は保育施設における
保健活動の課題について系統的にまとめることができる機
会となった。また調査内容を作成するうえで大いに役立
った。

今後は石川県内の保育施設の現状と課題を把握し，具体
的に研修として設定しなければならないこと，保育士養成
課程として取り組まなければならないことを検討したいと
考えている。

文献を通してみる保育所，幼保連携型認定こども園， 幼稚園における保健活動の現状と課題 7
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注

⑴ 「こどもの保健」は指定保育士養成課程指定基準の必修科
目「子どもの保健Ⅰ」に，「こどもの保健演習」は「子ど
もの保健Ⅱ」にあたる。

⑵ ここでの「保育所等」とは幼保連携型認定こども園，保育
所型認定こども園，保育所をさしている。

⑶ 稲毛映子「福島県内の保育施設における看護職の現状に関
する調査 ─ 期待される役割に関する一考察 ─ 」福島県立医
科大学看護学部紀要　第9号　25〜40　2007

⑷ 長尾史英　柄澤邦江　塩原智子　神澤絢子　脇坂幸子「看
護職未配置保育所における保健業務の遂行状況と必要性の
認識」小児保健研究第70巻第4号　2011　529〜534

⑸ 村上慶子　西垣佳織　上別府圭子「東京都23区の保育所に
おける保健活動と看護職の役割に関する実態調査」小児保
健研究　第68巻第3号　2009（387-394）

⑹ 村岡眞澄　鈴木文代　松岡宏　横井一之　渡辺桜「保育園
での保健・安全に関する環境および指導の実態と今後の課
題 ： 愛知県における実態調査をふまえて」保育士養成研究 

（31）， 135-144， 2013
⑺ 阿久澤千恵子　佐光恵子　青柳千春　牧野孝俊　金泉志保

美　「保育所看護職者が認識している保育保健活動におけ
る役割」日本小児看護学会誌  22（1）， 48-55， 2013-03-20

⑻ 八田早恵子，金城やす子「保育保健を支える看護職の実態」
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名桜大学紀要 （20）， 65-70， 2015
⑼ 保育者は「保育士」「幼稚園教諭」の両方を指す。
⑽ 七木田方美　湯原富子「保育学生の『保健・健康』への意

識を高め，保健・健康指導を工夫するための考察　 ─ 保育
者への『保健・健康』に関するアンケート調査より」比治
山大学紀要第42号　2007

⑾ 前掲⑷
⑿ 矢野智恵　片岡亜沙美　森澤徹男　小島一久　杉原徹　山

崎美恵子「保育士の「健康及び安全」への取り組み状況
への認識に関する研究」高知学園短期大学紀要 ─ （42）， 
43-54， 2012-03

⒀ 村岡眞澄　鈴木文代　松岡宏　横井一之　渡辺桜「保育園
での保健・安全に関する環境および指導の実態と今後の課
題 ： 愛知県における実態調査をふまえて」保育士養成研究 

（31）， 135-144， 2013
⒁  「児童福祉施設の設備及び運営の基準」第32条1項

「乳児又は満二歳に満たない幼児を入所させる保育所には，
乳児室又はほふく室，医務室，調理室及び便所を設けるこ
と」とある。「満二歳以上の幼児を入所させる保育所には，
保育室又は遊戯室，屋外遊戯場（略），調理室及び便所を
設けること」とあり医務室は必置ではない。

⒂ 中村宏子　向坂幸雄「認可保育所における看護職の配置状
況及び保健業務に関する調査 ： 福岡市での保健業務の遂
行状況と必要性の認識」中村学園大学発達支援センター研
究紀要 （7）， 37-44， 2016-03

⒃ 認定こども園の数について（平成28年4月1日現在）
平成28年6月6日　内閣府子ども・子育て本部

⒄ 平成28年度学校基本調査による。http：//www.e-stat.
go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001011528
参照：平成29年7月14日
本務者のみの数である。内訳：主幹養護教諭8，養護教諭
110，養護助教諭7

⒅ 矢野潔子　城野梨絵　石木和子「『認定こども園』への養
護教諭配置の意義」活水論文集第57集　33-49　2014

⒆ 沼野みえ子「子どもへの健康教育（1）　 ─ 新潟市内公・私
立幼稚園保育園の実施状況から ─ 」人間生活学研究　第6
号　2015

⒇ 芝木美沙子　仲田さくら　長谷川幸恵　南向素子　笹嶋由
美「幼稚園における保健活動の実態　 ─ 養護教諭配置園と
未配置園について ─ 」北海道大学紀要　教育科学編58（2）
81-93　2008.02

� 筒井康子　脇村桂子「幼稚園における保健活動の実態と養
護教諭の必要性」九州女子大学紀要　第49巻2号　2013

� 前掲⒇
� 松本友子　渡邊睦美　堀内久美子「幼稚園における保健担

当者と保健指導の実態」　東海学校保健研究 28（1）， 79-85， 
2004

� この中には保育所等で行われる行為について次の様に列挙
されている。①水銀体温計・電子体温計により腋下で体温
を計測，及び耳式電子体温計により外耳道で体温を測定。
②軽微な切り傷，擦り傷，やけど等について，専門的な判
断や技術を必要としない処置をすること。③事前に家族の

依頼に基づき，医師の処方を受け，あらかじめ薬袋等によ
り患者ごとに区分し授与された医薬品について，医師又は
歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導の上，看護職員の保
健指導・助言を遵守した医薬品の使用を介助すること。・
皮膚への軟膏の塗布。・皮膚への湿布の貼付。・点眼薬の点
眼。・一包化された内用薬の内服，・肛門からの坐薬挿入。・
鼻腔粘膜への薬剤噴霧。 

� 清水純　齋藤貴志　五十嵐浩　桃井真里子　上原里程　大
木いずみ「保育園， 幼稚園における与薬の実態と問題点」
日本小児科学会雑誌 112（5）， 842-847， 2008-05-01

� 齋藤貴志，清水純，五十嵐浩，桃井真里子「小山市の保育
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� 阿保智子　扇野綾子　冨澤登志子「H市内における保育所
での与薬の実態と保育士の認識　 ─ 看護職者および与薬
マニュアルの有無による比較 ─ 」小児保健研究第68巻第3
号　343〜349　2009

� 高橋清子　川村千恵子　西谷香苗　堀井二実「保育所保健
に関する実態調査 ─ 保育所における与薬の実際と保育所保
健の認識」園田学園女子大学論文集 （45）， 75-84， 2011-01

� 2012年改訂版保育所における感染症対策ガイドライン　厚
生労働省　平成24年11月

� 大見広規　鈴木文明　吉川由希子　望月吉勝「保育所・幼
稚園・認定こども園等の施設及び保育士，幼稚園教諭養成
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福祉に関する法律」第16条の2，16条の3。小学校就学前
の子を養育する労働者は，申し出ることにより，１年に
５日まで，病気・けがをした子の看護のために，休暇を
取得することができる。

� 保育を必要とする乳児・幼児，または保護者の労働もしく
は疾病その他の事由により家庭において保育を受けること
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児対応型，病後児対応型，体調不良児対応型，非施設型が
ある。
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